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序　　　　　文

ジョルダン・ハシェミット王国家族計画・ＷＩＤプロジェクトは、平成９年７月から３年間の

協力期間において、女性や地域住民の意識改革やリプロダクティブヘルス・家族計画サービスの

改善を通じて、モデルエリアにおける家族計画の促進を行うことを目的として協力が開始されま

した。

このたび、協力開始後、１年２カ月あまりの時点でこれまでの活動内容を確認し、本プロジェ

クトにかかわる専門家とカウンターパートに必要な助言を提供し、また、本プロジェクト当初の

目標を達成するために必要な事項をジョルダン・ハシェミット王国関係者と協議するため、国際

協力事業団は、平成10年９月６日から９月18日までの日程で国立社会保障・人口問題研究所副所

長阿藤誠氏を団長として、巡回指導調査団を派遣しました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、本プロジェクトの実施運営に対しまして、さ

らなるご指導、ご鞭撻をお願い申し上げます。

平成 10年９月

国際協力事業団

医療協力部長　福原　毅文









目　　　　　次

序　文

写　真

地　図

１．巡回指導調査団派遣.............................................................. 1

１－１　調査団派遣の経緯と目的................................................... 1

１－２　調査団の構成 ............................................................. 1

１－３　調査日程 ................................................................. 2

１－４　主要面談者（英文）......................................................... 3

２．総括............................................................................ 5

３．プロジェクト実施上の諸問題 ..................................................... 8

３－１　プロジェクトの進捗状況................................................... 8

３－１－１　人口（調査）......................................................... 8

３－１－２　母子保健・家族計画................................................. 9

３－１－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）............................................ 10

３－２　問題と対策 ............................................................... 14

３－２－１　人口（調査）......................................................... 14

３－２－２　母子保健・家族計画................................................. 14

３－２－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）............................................ 15

３－３　供与機材の利用状況 ....................................................... 18

４．指導内容........................................................................ 22

４－１　日本側のとるべき（改善すべき）対応策...................................... 22

４－１－１　人口（調査）......................................................... 22

４－１－２　母子保健・家族計画................................................. 23

４－１－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）............................................ 23

４－２　現地側のとるべき対応策................................................... 24

４－２－１　母子保健・家族計画................................................. 24

４－２－２　ＷＩＤ（職業訓練を含む）............................................ 24

４－３　ＰＤＭの訂正部分 ......................................................... 24



５．合同委員会の協議事項 ........................................................... 26

５－１　経緯と概要 ............................................................... 26

６．その他.......................................................................... 30

附属資料

①　ミニッツ ...................................................................... 35

②　モデルエリア視察メモ ......................................................... 59

③　プレゼンテーション資料（９月８日　Ｃ／Ｐによるプロジェクト活動報告時に入手）...... 61

④　活動フレームワーク図（モニタリング、男性セミナー）............................ 106

⑤　ＭＣＨ／ＦＰ短期専門家活動計画 ............................................... 108

⑥　９月９日ＷＩＤセミナー議事録 ................................................. 110

⑦　ＵＮＦＰＡ収集資料 ........................................................... 113

⑧　企画調査員報告書（抜粋）....................................................... 124

⑨　基礎調査報告書サマリー（保健、社会経済、ジェンダー、人口）.................... 127



- 1 -

１．巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ジョルダン・ハシェミット王国（以下、ジョルダン）は、深刻な人口問題に対処するため、女性

の社会参加プログラム（ＷＩＤ）を通じての家族計画の推進を目的に、1994年 10月、わが国に対し

てプロジェクト方式技術協力を要請越した。

これを受け国際協力事業団は、1996年４月に事前調査団を派遣し、その実施可能性につき調査

を行った。さらにその報告を受け、1997年４月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）

を署名・交換し、1997年７月より３年間にわたる協力を開始した。

今般、プロジェクトの開始後１年２カ月近くが経過したことから、技術移転の進捗状況の正確

な把握と実施上の問題点を調査検討し、今後の協力計画策定のための指針を得るために、相手国

プロジェクト関係者との協議を通じ、Ｒ／Ｄ、および暫定実施計画（ＴＳＩ）締結後の実施計画の

妥当性を検討し、プロジェクト運営の適正化を図ることを目的として、国立社会保障・人口問題

研究所副所長阿藤誠氏を団長とする巡回指導調査団を1998年９月６日から９月 18日までの日程で

派遣した。

１－２　調査団の構成

担　当 氏　名 所　　属

団長 総　　括 阿藤　　誠 国立社会保障・人口問題研究所副所長

団員 産　　科 箕浦　茂樹 国立国際医療センター産科医長

団員 Ｗ　Ｉ　Ｄ 柘植あづみ 北海道医療大学基礎教育部助教授

団員 協力計画 石井　明子 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課職員



- 2 -

１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移動および業務

1 9／6 日 11：45　成田発（NH209）→16：55　フランクフルト着

2 9／7 月 13：35　フランクフルト発（LH680）→19：10　アンマン着

3 9／8 火  9：00　日本大使館表敬

10：00　ＪＩＣＡ事務所表敬

11：00　計画省表敬

16：00～19：00　専門家およびカウンターパートによるプロジェクト活動報告

4 9／9 水  8：40　カラク保健局表敬

 9：20　カラクコンプリヘンシブセンター内セミナールーム視察

10：40　ゴール郡長表敬

11：00　ゴール市長表敬

11：30　ゴール・アル・サフィー病院視察（母親学級）

13：00　マムーラＭＣＨセンターおよびフィファＶＨＣ視察

13：40　ハジッテＱＡＦ（クイーン・アーリア・ファンド）／ＣＤＣ視察（ＷＩＤセミナー）

15：00　ゴール・アル・サフィーＱＡＦ／ＣＤＣおよびクリニック視察

5 9／10 木  9：00　労働省表敬

10：00　保健省表敬

11：00　ＱＡＦ本部表敬

12：00　ＥＵとの情報交換

13：00　ＮＰＣ（国家人口委員会）表敬

14：00　ＵＮＦＰＡとの情報交換

15：00　専門家との打合せ

6 9／11 金 資料整理

7 9／12 土 15：00　マムーラＭＣＨセンター視察

15：30　ハジッテ・プライマリーヘルスセンター・ブランチ視察

8 9／13 日  9：00～13：00　合同協議（於：アムラホテル）

13：00～18：00　合同会議

9 9／14 月  9：00～14：00　合同協議（於：ＱＡＦ）

10 9／15 火  9：00　ミニッツ署名

11：15　ＪＩＣＡ事務所報告

12：30　日本大使館報告

11 9／16 水  7：00　移動

 9：20　アンマン発（BA6706）→13：00　ロンドン着

12 9／17 木 （10：00　ＩＰＰＦ（国際家族計画連盟）訪問）

18：00　ロンドン発（NH202）

13 9／18 金 13：35　成田着
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１－４　主要面談者（英文）

Embassy of Japan（ＥＯＪ）

Mr.Masanori Kondo First Secretary

ＪＩＣＡ

Mr.Yoshio Yabe Resident Representative

Mr.Masaaki Iwai Deputy Resident Representative

Ministry of Planning（ＭＯＰ）

H.E.Dr.Nabil Ammari Minister

Mr.Salem Ghawi Deputy Secretary General

Dr.Nael Hajajj Deputy Director,Bilateral Division

Ministry of Labour（ＭＯＬ）

H.E.Mr.Mohamad Farhan Minister

Mr.Saleh Tarawneh Secretary General

Ministry of Health（ＭＯＨ）

Dr.Adnan Abbas Secretary General

Dr.Osama Badran Director,MCH

Dr.Akef Azab Deputy Director,MCH

Dr.Abdullah Shawaureh General Director,Karak Health Directorate

Jordan National Population Commission（ＮＰＣ）

Mr.Nabih Salameh Secretary General

Dr.Amir Bakir Deputy Secretary General,Project Manager

Mr.Abdul moner Mustafa Population C/P

Queen Alia Fund For Social Development（ＱＡＦ）

Mr.Sadeq Mehyar Acting Executive Director

Ms.Huda Karaki WID C/P,Karak CDC

HRH Princess Basma Office（ＰＢＯ）

Ms.Shadia Nusseir Advisor to HRH Princess Basma Bint Talal

Ministry of Health（ＭＯＨ）

Dr.Adnan Dummor PHC Director,Karak Health Directorate

Dr.Sultan Tarawneh Hospital Director,Karak Health Directorate

Dr.Nassar Ammareen MCH Supervisor,Karak Health Directorate

Director of Karak MCH Training Center

Dr.Lweis Keldani Director,Ghor Al Safi Hospital
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Arab Potash Company（ＡＰＣ）

Mr.Mohamad Habashneh Housing Manager

Local Government（ＬＧＯ）

Mr.Khamis Abu Salim Governor of Karak Governorate

Mr.Oqla Hamaydeh Head of South Ghor District

Mr.Joma Al-Shaar Ghor Al Safi Mayor

European Union（ＥＵ）

Mr.Ramon Mestres Economic Counsellor

United Nations Fund for Population Activities（ＵＮＦＰＡ）

Mr.Ugur Tuncer Representative
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２．総括

（1）本プロジェクトの革新性は、人口増加の抑制、出生率の低下を最終目標としたうえで、女性

の開発参加（ＷＩＤ）と家族計画の普及という２つのサブゴールを結びつけたところにある。こ

のプロジェクトの戦略は、1994年のカイロにおける国際人口開発会議（通称カイロ会議）で採択

された行動計画（ＩＣＰＤ行動計画）の基本哲学、すなわち、「女性のエンパワーメントは人口

開発問題解決の鍵」という思想に叶うものであるが、実際には、このような国際協力プロジェク

トが実施された例は乏しい。それだけに、このプロジェクトの国際的意義は大きく、プロジェ

クトの成否は大いに注目されるところである。

（2）しかしながら本プロジェクトの難しさは、同時にその革新性に由来する。プロジェクトの対

象国はイスラム圏のジョルダンであり、プロジェクト対象地域（南ゴール郡）は、ジョルダン

の中でも最も貧しく、非識字率が高く、宗教と伝統文化が強固に根を張る辺境の農村コミュニ

ティーである。合計特殊出生率（ＴＦＲ）はなお７を超え、家族計画の普及率は 15％、女性の社

会的活動は極度に制限されたこの地域において、女性の意識改革と社会参加の促進、家族計画

の普及を同時に推進しようとすることは、大変な難題と考えられる。

（3）本プロジェクトの現状

このような困難さを前提としたうえで始められたにもかかわらず、本プロジェクト（期間３年

間）は、開始以来14カ月を経過した現在、プロジェクトリーダー、長期専門家、短期専門家、ジョ

ルダン側のカウンターパート組織ならびにカウンターパート専門家の協力と努力により、いく

つかの問題点はあるものの、今のところ順調に進められてきたものと判断される。

1） 十分な準備期間を経てプロジェクト対象地域において実施された、人口・ＷＩＤ・地域保

健をカバーする基礎調査（質問紙を用いた標本調査）により、当該地域の人口・家族計画、ジェ

ンダー関係、保健の現況が明らかにされた。

2） 調査結果を踏まえて、主要な啓蒙普及活動の対象グループを 35歳未満の既婚女性とその夫

とすることとし、啓蒙普及セミナーのための女性地域開発推進員（Community Development

Promotor：ＣＤＰ）の訓練が行われ、ジェンダー、健康、家族計画に関する啓蒙普及活動が開

始された。

3） 保健分野では、プロジェクト対象地域の医療従事者に対し、プライマリーヘルス、リプロ

ダクティブヘルス、家族計画に関する訓練が実施された。
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（4）宗教と男性支配

プロジェクト遂行にあたって危惧された家族計画に対するイスラム教宗教指導者の反発につ

いては、全国レベルでは、すでに国家人口委員会（ＮＰＣ）が宗教指導者を集めた集会を開き理

解を得る努力を行っており、問題は少ないようである。プロジェクト地域でもローカルな宗教

指導者を含む男性指導層を対象としたセミナーが一部実施されたが、保守的な地域でもあり、

この点については今後も十分な注意が必要であると思われる。

また、男性支配の伝統が強い地域であることから、女性に対する啓蒙普及活動だけでは十分

でなく、男性に対する啓蒙普及活動が重要であるとの認識を得て、男性に対する活動を開始し

たことは大いに評価される。ただし、ジェンダー関係自体は宗教と結びつく伝統文化に支えら

れている面があり、女性の健康や家族計画について男性の理解を深めるためには、相当革新的

なアプローチを必要とするものと思われる。

（5）女性のための収入創出活動

1） 本プロジェクトのプロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）には、女性の経済活動への

参加を促進するために収入創出活動を行うことが盛り込まれており、ジョルダン側のクイー

ン・アーリア・ファンド（ＱＡＦ）、ＮＰＣはこの点についての活動強化を強く望んでいる。確

かに女性のエンパワーメントは単に意識改革だけで達成できるものではなく、女性自らが経

済活動に参加し、自己の所得を手にすることではじめて実現可能になるものと考えられる。

また経済活動への参加が家族計画採用の動機づけにつながる面が大きい。

2） しかるに現行のＪＩＣＡのプロジェクト方式技術協力のスキームでは、女性の経済活動促

進のための職業訓練は（職業訓練のための専門家派遣と機材供与の形で）一応可能であって

も、（個々の女性の事業開始のための資金供与、ないし機材ならびに物品供与の形での）収入

創出活動の促進は不可能である。

3） ＰＤＭ作成の経緯はおくとして、そのなかに収入創出活動促進が主要な活動分野として含

まれていることを考えると、ジョルダン側の要求は理解し得るものであり、これがＪＩＣＡ

の現行スキームに該当しないからという理由だけで、この分野について全く協力しないとい

うことは、ＷＩＤと家族計画のインテグレーションをめざす本プロジェクトの目標達成の重

大な障害となりかねない。

4） 今回の調査団のミニッツ作成にあたっては、この点につき可能な範囲で協力を行うという

ことでジョルダン側の了解を得たが、本調査団としては、プロジェクトの有効性を高める意

味からも、国際信義のうえからも、収入創出活動促進のために可能な限りの方策を考えるべ

きものと考える。
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（6）本プロジェクトの目標と最終評価の関係について考えておきたい。本プロジェクトの最終目

標はプロジェクト対象地域における家族計画普及率の上昇と出生率ならびに人口増加率の低下

であるが、冒頭に記したように、ジョルダンでも最も変化を起こしにくい地域において、わず

か３年間の活動でこれらの指標が目に見えて変化することはおよそ考えにくい。本調査団は、

本プロジェクトの成果は、単にそのような最終目標に関する指標のみで測られるべきものでは

なく、プロジェクト地域の保健活動の活発化、住民の保健・ジェンダー・家族計画セミナーへ

の参加率、保健・ジェンダー意識の向上度合、家族計画への理解度、生活改善意欲の向上など、

本プロジェクトがカバーする多面的活動に則して全体的に評価されるべきものと考える。仮に

３年間で出生率の低下にまで至らなくても、保健、ジェンダー、経済活動に関する意識と行動

の面で目に見える変化があれば、その後の家族計画の普及、出生率低下の重要な礎となり得る

からである。

（7）カウンターパートの組織

本プロジェクトの組織上のカウンターパートはＮＰＣであるが、ＮＰＣはバスマ王女の主宰

するＱＡＦの影響下にあり、かつＱＡＦの運営は王女の一存で決まるという性格をもつ。また

本プロジェクトの保健・家族計画部門の活動は保健省と関係してくるうえに、プロジェクト地

域の地方行政組織の協力も不可欠である。このような点で、本プロジェクトは通常のプロジェ

クトよりも個人（王女）の意向に左右されやすいだけでなく、関係組織が多く、責任主体がやや

曖昧という性格をもつ。この点で、他のプロジェクト以上に複数の関係組織との連絡・調整が

重要であり、プロジェクトリーダーの力量が問われるところであるとともに、王女との関係に

ついてはＪＩＣＡ事務所、大使館の理解と協力が不可欠である。
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３．プロジェクト実施上の諸問題

３－１　プロジェクトの進捗状況

３－１－１　人口（調査）

（1）ベースラインサーベイ（1997年７月～ 1998年５月）

準備期間（２次資料の収集、質問票の作成、フィールドワーカーの訓練、およびプレ・サー

ベイ）：1997年７月～ 11月

調査期間：1997年 12月～ 1998年１月

分析および報告書の作成：1998年２月～５月

方法：ランダム・サンプリング（Ｎ＝ 750）

結果：

① 合計特殊出生率（ＴＦＲ）は 7.1と全国レベル 4.1に比べてきわめて高かった。

② 多産の女性が避妊を実施する傾向にあった。避妊具の使用期間が短い（約半数の女

性が１年未満で使用を中止）ため避妊の効果はきわめて低かった。また避妊を中止

した女性の 67％は避妊具使用による副作用を理由とした。

③ 避妊の知識の高い女性が避妊を実施する傾向にあった。

④ 伝統的な社会文化的要因（初婚年齢、家族形態）が出生数に強く影響していた。

⑤ 男女観の理想の子供数が著しく乖離していた（男性 7.7人、女性 4.4人）。

⑥ 活動の評価に用いるため、家族計画に関する知識、実行状況等のデータを得た。

以上の調査結果から、特に男性に対する家族計画についての正しい情報提供および啓蒙

活動の必要性、また避妊の効果を高めるために避妊実行者の脱落率の低下および使用期間

の延長を図る活動の必要性が示唆された。

（2）啓蒙普及セミナー参加者および避妊の使用実態に関するデータベース作成の方法決定

（1998年６月～７月）

以下を同定するためのデータベース作成の準備。

① セミナー対象者（35歳未満の既婚女性およびその配偶者）およびセミナー参加者

② 避妊実施者（ＭＣＨセンターで使用している既存カルテを改良し利用）

（3）啓蒙普及セミナー（男性対象）の開催（1998年８月）

宗教リーダー、コミュニティーリーダー、教師を対象に以下のテーマについてセミナー

（２日コースを２回）を開催した（延べ参加者数：約 170名）。
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① イスラムにおける家族計画の位置づけ（講師：Mr.Khaled Alghazawi,exminister of

labor　日時／場所／：8／ 10／ Ghor Al Safi,8／ 19／ Mazra'a）

② 家族計画の概念（講師：Dr.Khaled Alghazawi,director,MCH Karak governorate）　

日時／場所／：8／ 23／ Ghor Al Safi,8／ 30／ Mazra'a）

③ エジプトの家族計画の現状（事例紹介）（講師：Ms.K.Tanno,JICA expert）　日時／場

所／：8／ 23／ Ghor Al Safi,8／ 30／ Mazra'a）

３－１－２　母子保健・家族計画

母子保健・家族計画活動はＰＤＭ上の Activity ３および５が母子保健・家族計画に相当す

る。進捗についてＰＤＭに沿って以下に記載する。

３．１　ＭＯＨカラク研修センターの機材整備

９月９日にカラクコンプリヘンシブセンター内セミナールームを視察し、机、椅子、オー

ディオ設備一式、スライドプロジェクター、ＯＨＰなどが配備され、医師や看護婦等の再

教育に有効に使われていることを確認した。

３．２　プライマリーヘルスケアレベルで働く医療従事者用のリプロダクティブヘルス研修

プログラムの開発および

３．３　ＭＣＨスタッフ用の家族計画／リプロダクティブヘルス研修プログラムの開発

ＵＮＦＰＡおよびＵＳＡＩＤの指導による保健省マニュアルを使用することとした。

３．４　家族計画／リプロダクティブヘルス関連医療従事者のジョルダンおよび日本におけ

る研修

産婦人科短期専門家清水医師により一般医、産婦人科医、助産婦に対して実地指導が行わ

れた（1998年２月23日～４月19日）。また池上短期専門家（ＪＯＩＣＥＰ）により医療スタッ

フに対して家族計画／リプロダクティブヘルスについてのトレーニングセッションがもた

れた。これは４月にゴール・アル・サフィー病院で行われ、２つのトレーニングセッショ

ン（看護助手を対象とした２日間のコースと医師、正看護婦、助産婦を対象とした３日間の

コース）に対し合計 45人が出席した。

以下のスタッフに対して日本でのカウンターパート研修が行われた。

・Dr.Hyam Hameyah（MOH/Karak Health Directorate）

・Dr.Naim Al Ahmad（QAF/Ghor Al Safi Clinic）

・Dr.Akef Al Azab（MOH,MCH Deputy Director）

・Ms.Sawsan Shawawreh（Ghor Al Safi Hospital/Midwife）

・Dr.Mohanna Khattab（Ghor Al Safi Hospital/Ob/Gyn）

Dr.Khatttabに対しては国立国際医療センター産婦人科において、箕浦医長が直接臨床指導



- 10 -

を行った（1998年 10月１日～ 10月７日）。彼は知識欲が旺盛で、婦人科内視鏡手術や最新

の不妊治療にも大いに興味を示していた。今回の日本での研修は、当センターの前に３カ

所の産婦人科個人医院と開業助産婦を見学して回ったとのことであるが、彼にとっては退

屈であったようで、研修内容については再考の余地があると思われた。

３．５　ＭＣＨセンターへの巡回指導車の配備

これは近々実現される予定で、車の第一の用途は家庭訪問、第二の用途はＭＣＨセンター

で採血された血液を生化学検査などのためにゴール・アル・サフィー病院の検査室に運搬

することである。

３．６　各保健施設に対する機材・道具の配備

南ゴール地域のすべての保健施設に対して、産婦人科検診台、新生児・乳児および成人の

体重計、オートクレーブ、エアコンが配備された。これらについては９月９日、12日の両

日にわたりマムーラＭＣＨセンター、フィファＶＨＣなどを実際に視察し、設置状況、利

用状況確認した。

３．７　避妊具の適切な配布システムの開発

保健省による新しい配布システムが開発され、実施された。

（なお、４－３でも述べるが original PDMの３．７保健関連スタッフに対する適切な奨励

策の策定・実施については、謝礼金の支払いはＪＩＣＡのスキームにあわないため削除さ

れた。また３．９母親に対する催乳刺激薬物の適切な配布については、かかる適当な薬物

が存在しないため、各保健施設を訪れた母親に対して乳房マッサージなど自然な方法を教

育することとし、revised PDMからは削除された。）

５．１　照会（リファラル）システムの開発

妊婦は通常ＭＣＨセンターで検診を受け、異常が認められた時や分娩の時には病院にかか

る。これらの時は通常簡単な手書きの紹介状を持たせるが、システム化されてはいない。逆

に病院からＭＣＨセンターやプライマリーヘルスセンターに対するものも特に決まった書

式などはなく、適切なフィードバックがない。

３－１－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）

（1）ＰＤＭ Activity １

〈ＷＩＤ／ＧＡＤ（Gender and Development）に関するプロジェクト地域の調査〉

プロジェクトは1997年の第２四半期より開始され、1997年度はモデル地区として選定さ

れた南ゴール地区の基礎調査の計画・準備とその実施に重点が置かれた（ＰＤＭ１）。

ここでは河村専門家が実施した調査の概要を述べるにとどめる。調査結果は、河村専門

家の調査報告書“Gender Research at Southern Ghor District in Karak Governorate”
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(Draft,March,1998)および末吉専門家の報告書等を参照されたい。

調査の目的：人口・ＷＩＤ・地域保健各分野におけるプロジェクト地域の住民の課題や

ニーズにを特定する。

調査実施時期：1997年 12月

調査方法と対象者：

① 地域リーダー・宗教リーダー・教員計５名（すべて男性）およびクイーン・アー

リア・ファンド（ＱＡＦ）のＣＤＣ女性委員５名へのグループインタビュー

② 結婚しているカップル 20組へのインタビューによる質的調査

③ 現在結婚していない女性 20人へのインタビューによる質的調査

調査内容：調査対象者の教育水準、職業、婚姻の状況、子供の数、仕事、家計の状況と

その担い手、家族計画の意思決定、女性の関心のある職業訓練および職業、健康に

関する課題・問題など

調査結果の概要：ジョルダンの平均よりもこの地域の教育水準は低く、識字率も低い。地

元に住む教員が少ないために異動が多く、数カ月間も自習になることもある。また

農業以外の職業機会も少ない。婚姻の状況は、一夫多妻制をとることが少なくなく、

また、いとこ婚が多い。離別・死別等によって女性が世帯主として働く際の問題。

人口調査の結果から：

ＴＦＲが全国平均 4.4だが、プロジェクト地域は 7.1と高い。乳幼児死亡率も高い。

家族計画の手段・方法が伝統的なものによる割合が高い。近代的な手段・方法を一

旦用いたもののそれを中止する率も高い。

（2）ＰＤＭ Activity ２

〈住民意識高揚セミナー〉

住民意識高揚セミナーは 1998年度のＷＩＤの主要な活動のひとつである。巡回指導調査

時にＷＩＤに関する awareness programとしてハジッテ（Haditheh）のＱＡＦ／ＣＤＣで行

われている“Women in Development : importance of education for women”セミナー

（ＰＤＭ 2.8）を視察した。

比較的広い会場が約70名の参加者でうまり、暑さとハエの多さにもかかわらず熱気を感

じるセミナーであった。

地元の元教員の女性（40歳）が講師となり、「女の子への教育の必要性」をテーマとした１

時間程度の講演が行われた。この講師はＱＡＦ／ＣＤＣのルーラル・リーダーでもある。参

加者は原則として女の子のいる 34歳以下の母親（ＰＤＭ 2.1で特定した対象グループに準



- 12 -

じる）であるが、10代の若い女性たち（未婚）も少数参加していた。これらの参加者は、こ

の地域の３名のＣＤＰ（Community Development Promoter／地域開発推進員）が呼びかけを

して集まった。

講演後の質問や議論は活発だった。河村専門家によると、講師が男性であったり、地元

の男性がその場に来たりすると、とたんに女性たちは黙ってしまうそうである。また、地

域の状況がわかっている講師でないと講演内容が実情と離れてしまうので地元の人に依頼

するほうがよいということである。講師への謝金は１時間の講演で 15 ジョルダン・ディ

ナール（ＪＤ、１ＪＤ≒ 200円）である。

聴衆からの質問は「高校や短大へ進学させるお金がない」、「教育を受けさせても地元で

いい就職先がない」、「幼稚園にやる５ＪＤのお金がない」などの質問や反論に、講師は堂々

として「授業料の安い公立の学校に行かせるためによく勉強させればよい」、「教育資金は親

族から借りられる」、「教育を受ければ女性でもパイロットにもエンジニアにもなれる。女

性でも国会議員にもなれる」、「学校に行かなくなる子がいるので学校の先生とよく連絡を

とって休ませないように。教育に対する家庭の責任もある」というように答えていた。女性

に対する奨学金の制度などはないのだろうか、それについては触れられていなかった。

同様のテーマでのセミナーがプロジェクトの５地域で行われる。会場はハジッテ、ゴー

ル・アル・サフィー、マズラの各ＱＡＦ／ＣＤＣとマムーラとフィファはＱＡＦ／ＣＤＣ

がないので一緒にプライマリーヘルスセンターで行う。また、９月中に「早婚の影響（問

題）」、10月、11月は「家族の健康／リプロダクティブヘルス」、「家族計画」のテーマで丹野

短期専門家（助産婦）が講師となる。12月には「女性の法的地位」、「女性の経済活動」等のセ

ミナーが計画・準備されている。

また、末吉専門家がコーディネートした男性リーダーへの家族計画に関する啓蒙セミ

ナーも行われている。

〈カウンターパートについて〉

ＷＩＤのカウンターパートは実際の活動としては、講演の準備と進行係や、専門家と講

師やＣＤＰとの間の通訳および講演内容の英語への翻訳等を行っている。また、ＣＤＰの

研修においても記録のとり方、家庭訪問の準備（配布資料の準備を含む）を行っている。

〈ＣＤＰについて〉

ＣＤＰの選抜と教育は、プロジェクトの実施にとって重要な課題である。ＣＤＰはＰＤ

Ｍ2.2にあるような役割を担うために、プロジェクトの５地域（ハジッテ３名、ゴール・ア

ル・サフィー５名、マズラ３名、マムーラ１名、フィファ３名）から計15名が選抜された。
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ＣＤＰの研修プログラムのワークプランが作成され（ＰＤＭ 2.4）、実行されている（ＰＤ

Ｍ 2.5）。田中短期専門家によるワークショップも行われた。

ＣＤＰは各ＱＡＦ／ＣＤＣセンターでのセミナー等の活動の支援や地域住民に女性の意

識向上や健康や家族計画に関する啓発／情報提供等を行う。ＣＤＰのセミナーでの役割は、

対象となる住民へのセミナー参加の呼びかけ、会場の設営、参加者の確認、子供を連れて

きた人のための水の用意、講演の内容のメモや質疑応答についてのメモをとるなどである。

特に、今後予定されているセミナー等に参加できない地域住民への家庭訪問による情報提

供（ＰＤＭ 2.9）が期待される。

（3）ＰＤＭ Activity ３

〈家族計画／リプロダクティブヘルスとＷＩＤ〉

池上短期専門家によって医療従事者向けの家族計画／リプロダクティブヘルス研修プロ

グラムの作成やセミナーが実施された。

（4）ＰＤＭ Activity ４

〈職業訓練について〉

この地域でＱＡＦ／ＣＤＣが従来行ってきたのは、ミシンを用いた縫製のトレーニング

である。現在までにＱＡＦ／ＣＤＣによってハジッテ、ゴール・アル・サフィー、マズラ

において基礎縫製クラスがそれぞれ約６カ月間行われ、子供服を製作した。1998年 10月か

らハジッテで２回目が行われる予定である。

〈女性の収入創出について〉

基礎調査において行いたい収入創出の方法としては羊飼育、造花作製、および経済活動

参加に興味のある女性およびＣＤＰとの話し合いから提案されていて具体性のあるのは、

ピクルス、ビスケット、バナナ加工、トマト缶詰などである。

収入創出活動用機材として、ミシン４台、ロックミシン１台が導入されたが、ＱＡＦ／

ＣＤＣが従来行ってきた職業訓練用の機材が古くて使用できなくなったために、その補充

として使用される予定である。巡回指導調査の段階では、ミシンを用いた収入創出活動に

ついての具体化には至らなかった。
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３－２　問題と対策

３－２－１　人口（調査）

ベースラインサーベイの実施、調査結果の分析は順調に終えており、これについて特に問題

点はない。調査の結果として、男性に対する啓蒙活動の必要性が認識され、それに沿って男性

向けのセミナーが開始されたことは大変評価できる。ただし、きわめて伝統的、宗教的な地域

風土のなかで、伝統的価値の体現者としての男性に対して、家族計画に関する知識の普及と理

解の促進に向けた活動を行うことは女性の場合よりも難しいと考えられ、それだけに、反感を

起こさせないように細心の注意を払う必要があるとともに、革新的な戦略を考え出していく必

要がある。

また、避妊の脱落率が高いために避妊効果が乏しいとの調査知見は、家族計画の相談・実施

にかかわる医師、助産婦にとってきわめて重要な情報であり、彼（女）等にその改善策を考えて

もらい、避妊実行者の避妊継続率が高まるよう努力していく必要があろう。

３－２－２　母子保健・家族計画

母子保健・家族計画は医療レベルと密接に関連している。医療レベルの問題については清水

短期専門家（産婦人科医）がすでに報告しているが、それによれば医師は技術のみならず患者に

対する態度も大いに問題があることが窺われる。また丹野短期専門家（助産婦）によれば、助産

婦は正看護婦の学校に入れなかったものがなるとのことでその程度は低く、わが国とは異なり、

助産婦よりもむしろ正看護婦の方が「できる」という。以下に丹野短期専門家が指摘した問題点

を再掲する。

（1）家族計画サービスはＭＣＨセンターで提供されているが、助産婦による家族計画・母子

保健に関する教育活動は実施されていない。

（2）家族計画／母子保健サービスの強化に向けて、助産婦を含めた医療従事者において意欲

が乏しく、また関心も薄い。

（3）避妊法の種類は首都においては８種類の選択肢があるが、プロジェクトサイトにおいて

は４種類（ピル、注射法、コンドーム、ＩＵＤ）のみである。ＩＵＤに関しては挿入でき

る医師が１人しかいないので、利用者にとって選択の幅が狭められている。

（4）家族計画・母子保健サービスの強化に関して、住民に対する情報手段であるポスター、パ

ンフレット等教材が不足している（ないに等しい）。

（5）セミナー、トレーニングで提供した教材が利用されていない。使用方法はわかるが説明

する内容について知識が乏しい。

これらの改善のためには技術や知識の移転とともに、母子保健・家族計画の重要性を理解さ
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せることによる動機づけが重要であろう。

なお、ゴール・アル・サフィー病院における丹野専門家の集団指導（母親学級：全４回シリー

ズで、産前ケア、産後ケア、母乳栄養、家族計画を網羅）を見学する機会があったが、活気があ

り、実効をあげているように見受けられた。かかる地域では特に助産婦の果たすべき役割が大

きいと思われた。またＩＵＤに関しては、挿入後の感染により除去せざるを得ないケースがき

わめて多いとのことで、医師の挿入技術にも問題があることが窺われた。

３－２－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）

以下に、これらの調査結果および各専門家・カウンターパートからの口頭による報告および

視察から浮かんできた本プロジェクトのＷＩＤの活動に関する課題・問題等を簡潔にまとめる。

（1）教育

ジョルダンの平均よりもこの地域の教育水準は低く、識字率も低い。特に女性の非識字

率が高い。また、途中で学校に行かなくなる子は男女共に多い。

また農業以外の職業機会も少ないために、特に、女性が中・高等教育を受けてもそれに

見合う職がなかなかない。教育を受けた女性が、いかに生活の質や人生の可能性を広げら

れるかについての、よいロールモデルが必要である。また、教育を受けられなかった成人

女性等への識字教育も望まれる。

（2）婚姻・夫婦・家族

婚姻の状況は、一夫多妻制をとることがめずらしくなく、また、いとこ婚が多い。家計

は男性が使途を決定することがほとんどである。買い物は男性がし、女性はひとりでは買

い物に行けない（お金を預けてもらえない）ことも少なくない。これに関しては女性へのプ

ログラムだけではなく、男性へのＷＩＤの視点からのプログラムの展開が不可欠である。

（3）家族計画／リプロダクティブヘルス

この地域のＴＦＲはジョルダンの平均よりも高い。家族計画に関する決定は夫が行うこ

とが多く、夫の方が妻より多くの子供を望む傾向にある。ただし、年齢が若く、夫婦とも

に教育を受けている場合には夫婦間で家族計画に関する話し合いなどが行われる。ただし、

家族計画の手段としては旧来からのバース・スペーシングと性交中断法によっている割合

が高い。また、近代的な方法（ＩＵＤ・ピル）を用いてみたが、それを中止した人の割合が

高く、その理由について、詳しい分析は末吉専門家の今後の調査結果をまたなければなら

ないが、河村専門家の調査から副作用の影響を指摘する報告がある。

家族計画という言葉が用いられるようになったのは、1994年のカイロ国際人口開発会議
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以降であり、リプロダクティブヘルスという用語も政府の担当者は理解している。

ただし、人工妊娠中絶は原則的に違法である。妊娠継続が母体の健康にかかわる際およ

び胎児に障害がある場合（超音波・羊水診断が行われている）には、中絶できるということ

である。また、妊娠３カ月以内の人工妊娠中絶も月経調節として行われているようである。

ただし、プロジェクト地域の病院で行われているかどうかはわからない。

母子保健に関しては、全国平均では出産の場所が病院に移行しているが、プロジェクト

地域では病院外での出産が全国平均よりも高いようである。また、乳幼児死亡率が高く、

（地域の妊産婦死亡率についてはわからない）、それが子供を多く産む動機ともなっている。

カウンターパートのDr.Azabの報告を参考としてＷＩＤ／ＧＡＤの視点からリプロダクティ

ブヘルス／家族計画および母子保健に関して意見を述べたい。

この地域はもとより国全体でリプロダクティブヘルスの概念が定着しておらず、家族計

画と母子保健におけるリプロダクティブヘルスの観点が十分に反映していない。リプロダ

クティブヘルスは女性の一生を通してその身体的・精神的健康を持続し、健康に関する課

題や問題を医療のみならず、社会的にも解決していくという視点が含まれる。当然、女性

の権利としてのリプロダクティブヘルスという見方がなされなければならない。

（4）職業訓練

有料の職業訓練を受ける意思のある人々がいるが、現在行われている縫製の訓練がいか

に実践に役立っているのかの判断材料がない。これまでにＱＡＦ／ＣＤＣによって基礎縫

製クラスが半年をかけてハジッテ、ゴール・アル・サフィー、マズラにおいて行われたが、

その評価レポートが作成されていない。何人が受講して、毎回の出席がどのくらいで、目

標がどこに設定されており、受講後に少額でも現金収入につながったのかなどが不明であ

る。その質問をしたところ、ＱＡＦ／ＣＤＣ全体のレポートはあるということだったが、河

村専門家によると北部で軌道にのっているところとプロジェクト地のような南部とではか

なりの差があるということだった。

（5）収入創出

収入創出のために供与されたミシンは現在のところ職業訓練に用いられる予定である。

地域の人々は自宅でできる仕事を望んでおり、ＱＡＦ／ＣＤＣにミシンが設置されても、

そのセンターに集まって縫製の仕事をするよりも自宅で内職ができる仕事を望んでいると

いうことである。ＱＡＦは、職業訓練後にミシンを個人が購入する資金への援助をＪＩＣ

Ａに期待していたようであるが、ＪＩＣＡのスキームについて説明し、技術移転が中心で

あり、貸し付けのための現金の援助はできないことを理解してもらった。ただし、収入創
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出のためのパイロット的なプログラムが今後展開される際に、小規模な現金が必要になる

と考えられる。例えば、現在の候補は、縫製以外に、羊飼育、パン焼き、農産品加工（ピク

ルスやバナナ、トマトの加工品）、造花（現地ではフラワーアレンジメントと呼んでいる）な

どである。プロジェクト地域の特性や各家庭の状況に見合ったプロジェクトを展開するた

めにはパン焼き釜（現地のもの）や食品加工機械の供与以外に、それが個人の家で使えるこ

と、その管理などの問題が生じる。これらについてＪＩＣＡが技術移転以外にどのように

対処できるのかは今後のこのプロジェクトの大きな課題だろう。

（6）カウンターパートについて

ＷＩＤカウンターパートはＱＡＦの方針などによってすでに３人目であり、１年目のプ

ロジェクトの実行に大きな障害となっていた。現在の Mrs.Huda Karakiは、短大卒で英語

を含めた知的な能力があり、プロジェクト地域に在住しており、さらに仕事に対する熱意

があり、河村専門家に協力的であるという逸材である。現在妊娠中であるが、出産後も夫

の協力を得てカウンターパートを続けられるよう期待する。特に、そのことがプロジェク

ト地域における女性のロールモデルになり得ることから Mrs.Hudaの研修機会の提供や職業

継続のための配慮が必要である。

（7）ＣＤＰについて

ＣＤＰは、将来的に女性のコミュニティー・リーダーとして活動できるように、20歳代

の女性から選抜したということである。独身が多いが、結婚している人もいる。

農繁期にはこれらのＣＤＰは各家庭にとっても重要な働き手であり、ＣＤＰとしての役

割に時間を割けないということがある。また、よそで農作業をすればその労賃が稼げるた

めに、家族からもＣＤＰの仕事よりも農作業をするようにいわれてＣＤＰをやめたものも

いる。これにはＣＤＰの役割の重要さの教育だけでは対処できないために、生活と両立さ

せられるような解決策として、ＣＤＰには 20ＪＤ／月が謝金として支払われることになっ

た。

（8）セミナー会場

ハジッテのＱＡＦ／ＣＤＣでのＷＩＤのセミナーを視察したが、会場が満員で暑さが厳

しく、加えて、ハエが飛び交っていた。小さい子供を連れてくる母親も少なくないので、水

などが用意されていたが、セミナー環境としては十分とはいえない。他の会場も同様か

もっと設備が整っていないということだった。扇風機、網戸など可能な範囲での改良が望

まれる。
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３－３　供与機材の利用状況

1997年度（初年度）に供与した機材およびその使用状況は以下のとおりである。

機材名（数量）／配置場所

〈医療用機材〉

・超音波画像診断装置（１）／表３－１のとおり

・聴診器（２種）、体重計、身長計、診察台、スクリーン、診察用サイドランプ、温風滅菌器（各

８）／表３－１のとおり

・ドップラー（５）／表３－１のとおり

・分娩台（２）／表３－１のとおり

・薬品庫用エアコン（５）／表３－１のとおり

使用状況：全機材が南ゴール郡の病院、ＭＣＨセンター、プライマリーヘルスセンターにて

分娩、診断、定期検診等に有効利用されていた。

〈女性の収入創出トレーニング用〉

・家庭用ミシン（４）／ハジッテＱＡＦ／ＣＤＣセンター

・ロックミシン（１）／ハジッテＱＡＦ／ＣＤＣセンター

使用状況：調査時には未使用。当初、ゴール・アル・サフィー／ＣＤＣセンターで行われて

いた「縫製コース」に使用予定であったが、機材納入直後に本コースが閉講となっ

た。よって、1998年秋から開講するハジッテＱＡＦ／ＣＤＣセンターでの「縫製

コース」での使用を決定した。

〈啓蒙用視聴覚機材〉

・デジタルビデオカメラ（１）／アンマンプロジェクト事務所

・バッテリー、チャージャー、ケーブル、記録テープ、クリーニングテープ（各１）／アンマン

プロジェクト事務所

・ビデオカセットプレーヤー（１）／アンマンプロジェクト事務所

・ビデオカセットレコーダー（１）

・ビデオ編集機（１）／アンマンプロジェクト事務所

・カラーテレビ（１）／カラクＭＣＨ訓練センター
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・ビデオテープ、ケーブル、マイクロホン（１）／アンマンプロジェクト事務所

・オーディオミキサー（１）

使用状況：上記機材の納入直後から視聴覚専門家の派遣を行い、セミナー録画、教材作成の

ために有効に利用されていた。

〈その他〉

・啓蒙普及用バス（１）／ゴール・アル・サフィープロジェクト事務所

・複写機（２）／アンマンプロジェクト事務所およびゴール・アル・サフィープロジェクト事務

所

・乗用車（１）／アンマンプロジェクト事務所

・ビデオデッキ（２）／カラクＭＣＨ訓練センター

・ファックス（２）／アンマンプロジェクト事務所およびゴール・アル・サフィープロジェクト

事務所

使用状況：啓蒙普及用バスについては、後々の自立発展性の面を考慮し、ガソリン代、メン

テナンス代、運転手傭上費をＱＡＦ側がすべて負担することとした。ＱＡＦは、そ

れら経費を支出するためにＱＡＦが経営する幼稚園バスとして朝、夕使用し、送

迎代金を創出している。車両の使用の優先順位はセミナー開催時の住民の送迎が

第一とされており、覚え書きが結ばれている。調査時はこのシステムが開始して

から間もなく、この調整がスムーズに行われているか否かについて確認はできな

かったため、この状況を帰国前にジョルダン事務所長に報告し、今後の支援を求

めた。

1998年度に供与予定の機材は以下のとおりである。

マグネル（３）、マギーエプロン（10）、乳ガンモデル（２）、啓蒙ビデオ（31）、人体模型（13）、

吸引カップ（３）、椅子（５）、静注台（５）、ミシン（８）、ロックミシン（３）、コピー機（２）、

地域開発センター支援用備品（一式）、ＯＨＰ（１）、テレビ（７）、ビデオレコーダー（７）、ビ

デオプロジェクター（１）、ラジオカセットテープレコーダー（１）、フリップチャートボード

（５）、エアコンディショナー（４）、車両（２）、コンピューター（４）、長椅子（35）、手術台（１）、

無影灯（２）、電気メス（１）、麻酔器（１）、患者モニター（１）、新生児蘇生器（１）、真空吸引

機（１）、外科灯（２）、保温器（２）、吸入マスク・バック（２）、新生児保育器（２）、移動用保
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育器（１）、新生児黄疸治療用ランプ（１）、電気泳動分析器（１）、臨床化学分析器（１）、血中

ガス分析器（１）、血液性状分析器（１）、乾式化学分析器（１）、血圧計（５）、ベット（５）、分

娩介助キット（５）、子宮口鉗子（10）、吸引ポンプ（５）、血圧計（５）、超音波診断装置（２）、

カメラ（５）、ポラロイドカメラ（２）、マイクロホン（５）
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表３－１　Equipment List for MOH

donated by JICA

(JD)  1/5,98

Item Spec.
Unit

Qty
Total

Price Cost

 1. Ultrasound Scanner Model Scanner 250 18,000 1 18,000

 2. Fetal Doppler Desk Unit 520 5 2,600

 3. Stethoscope Dual Type 12 8 96

 4. Stethoscope Infant Type 12 8 96

 5. Baby Scale 130 8 1,040

 6. Weight Scale 150 8 1,200

 7. Examination Couch 90 8 720

 8. Ward Screen 55 8 440

 9. Side Lamp 30 8 240

10. Sterilizer Hot Air & Ultraviolet 250 8 2,000

11. Obstetric Bed Optima 358,Hydrolic 5,000 2 10,000

12. Air Conditioner Mitsubishi 1,750 4 7,000

Total 43,432

G.S. G.S. G.S. Mamo Mazr. Mazr. Hath. Fifa
-ura

Hosp. MCH PHC PHC MCH PHC PHC PHC

1

2 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 2 1 2 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

2

1 1 1 1
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４．指導内容

４－１　日本側のとるべき（改善すべき）対応策

４－１－１　人口（調査）

人口分野については、現地の長期専門家と今後の活動計画について十分に話し合い、以下の

６項目を確認した。特に、「（６）活動インパクトの評価」については、単に家族計画の普及率、

出生率に関する指標のみで測られるべきではなく、本プロジェクトが行う多面的な活動の総合

評価であるべきこと、その総合評価のための量的指標の作成にとってセミナー参加者や避妊実

行者のデータベースづくりがきわめて重要であることの点で意見の一致をみた。

（1）データベースの作成（1998年７月～ 2000年１月）

① セミナー対象者および参加者に関するデータベースの作成

② 避妊実施者に関するデータベースの作成

（2）フォローアップ（1998年９月～ 2000年１月）

セミナー参加者／不参加者の傾向および避妊の実施状況を把握し、活動にフィードバッ

クする。

① フォローアップを行うプロモーターの選定と訓練

以下のことについて戸別訪問によりプロモーターが聞き取りを行う。

② セミナー内容の理解度およびセミナーに参加しなかったものの理由等の把握。

③ 避妊実施者およびドロップアウト者の把握

（3）家族計画普及活動のための方法の確立（2000年２月～４月）

① 他地域において家族計画普及の展開を図るため、「サーベイ・インターベンション・

評価」の方法を確立する。

（4）啓蒙普及セミナー（男性対象）の開催（1998年 11月～ 2000年１月）

35歳未満の既婚女性の配偶者（約 1700名）を対象に以下のテーマについてセミナーおよ

びワークショップを開催する（講師、開催回数は未定）。

① 家族計画

② 公衆衛生

③ 地域開発
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（5）栄養状態調査（1998年 12月～２月）

身体計測により子供（５～ 10歳）の栄養状態を調査する。

（6）活動インパクトの評価（2000年２月～４月）

作成したデータベースを用いて以下のことを行う。

① 実施したセミナーの評価（参加率、参加者のバイアス等）

② 実施したセミナーが家族計画の普及に与えた影響についての評価

③ 家族計画に関する指標の変化について評価

④ 報告書の作成

４－１－２　母子保健・家族計画

母子保健・家族計画サービスの強化のためには、引き続き助産婦の短期または長期専門家を

派遣するとともに、産婦人科医の短期または長期専門家（できれば女医が望ましい）を派遣する

ことが必要である。また医師、助産婦のカウンターパート研修を受け入れ、医師については妊

婦管理、周産期管理、家族計画に加えて、患者に接する態度を含めた技術指導を行い、助産婦

については産前・産後のケア、家族計画における彼女らの役割を理解させるような研修プログ

ラムを組む。カウンターパート研修には２カ月ほどを要すると思われる。

レファラルシステムの構築についてはジョルダン側はコンピューター化されたものを考えて

いるようであったが、当面はわが国における母子健康手帳のようなものを導入する方が現実的

であろう。

４－１－３　ＷＩＤ（職業訓練を含む）

男性への Awarenessプログラムの充実、特に Rural Leaderと Religious Leader に対して家

族計画について行われているが、これは非常に重要である。なぜなら、家庭内・地域内のさま

ざまな意思決定が男性によって行われているためである。ＧＡＤの視点から、母子保健や男女

双方のリプロダクティブヘルスの概念とともに女性の教育・地位の改善、職業訓練・収入創出

プログラムの重要性などについての男性の意識向上が不可欠である。

職業訓練および収入創出プログラムのための短期専門家またはコンサルタントの派遣、ＣＤ

Ｐスタッフの活動が有意義なものになるには、スタッフへの意識向上だけではなく、労働力へ

の謝金等は必要であろう。ただし、プロジェクト終了後にもＣＤＰ活動が継続するためには、Ｊ

ＩＣＡからの謝金以外の方法を考える必要があるのではないか。

クイーン・アーリア・ファンド（ＱＡＦ）は、職業訓練後にミシンを個人が購入する資金への

援助をＪＩＣＡに期待していたようであるが、ＪＩＣＡのスキームについて説明し、技術移転
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が中心であり、貸し付けのための現金の援助はできないことを理解してもらった。

ただし、収入創出のためのパイロット的なプログラムが今後展開される際に、小規模な現金

が必要になると考えられる。例えば、現在の候補は、縫製以外に、羊飼育、パン焼き、農産品

加工（ピクルスやバナナ、トマトの加工品）、造花（現地ではフラワーアレンジメントと呼んで

いる）などである。プロジェクト地域の特性や各家庭の状況に見合ったプロジェクトを展開する

ためには、パン焼き釜（現地のもの）や食品加工機械の供与以外に、それが個人の家で使えるこ

と、その管理などの問題が生じる。これらについてＪＩＣＡが技術移転以外にどのように対処

できるのかは今後のこのプロジェクトの大きな課題であろう。

４－２　現地側のとるべき対応策

４－２－１　母子保健・家族計画

これは日本側のとるべき対応策と表裏一体をなしており、医療従事者（特に産婦人科医と助産

婦）の意識改革と技術の向上を図ることが求められる。すなわち産婦人科医については家族計画

に対する理解と熱意、技術の向上、助産婦については母子保健・家族計画についての知識の習

得と意欲、関心の強化とともに、自身の役割についての自覚を促すような方策が重要である。

４－２－２　ＷＩＤ（職業訓練を含む）

本プロジェクトにおける income generationの必要性が強く主張されてきたが、実際にどの

ような案や可能性があるか具体的なデータや調査計画も示されなかった。巡回指導調査時には

９月中には調査を行うということだったが、その後の調査や計画の策定がなされて、日本側と

の必要な機材や技術指導者に関する話し合いに入ることが、プロジェクトの期間も考慮すると、

急務である。ただしＱＡＦや国家人口委員会（ＮＰＣ）の男性スタッフにはＷＩＤの認識が「女

性の収入創出」に限られているように見受けられた。カウンターパートのＷＩＤ担当以外のス

タッフにＷＩＤの理解を進める努力が必要である。

４－３　ＰＤＭの訂正部分

当初案はＰＣＭ短期専門家による 1997年９～ 10月のワークショップにて作成された。今回は、

協議にて日本・ジョルダン双方が再確認を行い、プロジェクトの実態にあわせ、修正を行った。改

正点は以下のとおりである。

・当初案成果１「プロジェクト地区内地域社会の人口・医療・社会・経済状況が確立される」の

活動として、活動１．３「評価・影響調査の実施」があげられていたが、この活動は「プロジェ

クトが評価される」との成果に連結されるのが妥当であり、新たに成果６としての成果項目を
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別に設けた。

・当初案活動２．２から２．５は、啓蒙活動のキャパシティービルディングの確立（細目：教材

の選定、研修プログラム計画準備、指導者向けワークショップ）として統合した。

・当初案活動２．７「地域住民に対する適当なインセンティブが与えられる」は削除された。こ

れは、ジョルダン側の主張するインセンティブとは参加謝金であり、日本側の主張するイン

ンセンティブとはセミナー参加後の個人カウンセリングが受けられるようになること等で

あった。ＰＤＭ作成のワークショップでは、前者の意味あいが強かったことから削除された。

また、当初案活動３．７もジョルダン側（保健省）が医療従事者に特別謝金を支出することも

困難であることから削除された。

・当初案活動３．５「ＭＣＨセンターへの車両配置」は単に車両提供であるとの誤解を受けやす

い表記であったため、「適切に管理された車両の医療施設への配置」とし、プロジェクトの目

的を達成するための用途である意味あいを含めた。

・当初案活動３．９「母親に対する催乳刺激剤の配布」は自然な催乳方法（マッサージ等）の指導

を行うことが適切であり、削除した。

・当初案活動３．８「避妊具の適切な配布システムが開発される」は、他の援助機関（ＵＳＡＩ

Ｄ）とＭＣＨセンターにより実行に移されたので本プロジェクトからは削除とした。

・当初案活動５．２「保健および社会サービス部門における、プロジェクト関連スタッフとの定

期合同会議の実施」および当初案活動５．３「関連団体における定期的合同モニタリングの実

施」は、あくまで相手国側によるマネージメント部分であるので、Inputに移動された。
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５．合同委員会の協議事項

５－１　経緯と概要

合同会議では、まず、プロジェクトカウンターパートおよび専門家がジョルダンの人口・保健

指標およびこれまでのプロジェクト活動概要をＯＨＰ、ビデオを用い、以下のとおり説明を行っ

た。

人口指標については、合計特殊出生率（ＴＦＲ）の低下（1976年 7.4→ 1997年 4.4）、根強い近親

婚比率（45％）、望む子供数とのギャップ（理想数2.9、実際数4.4）、地域格差（Ex.近代的避妊実行

率：中部 40％、北部 31％）が特徴であった。

保健指標については、地域格差（Ex.乳児死亡率：南部43、北部 25）、母乳栄養率の低さ（０～３

カ月乳児で 15％）、予防接種率の高さ（麻疹 95％、ポリオ 98％、Ｂ型肝炎 90％）等が特徴であり、

避妊の不継続の理由は、副作用やＩＵＤ装着技術の欠如による感染があげられた（附属資料③のと

おり）。また、1998年４月に短期専門家がマグネルエプロンの使用にかかる助産婦のトレーニング

を行ったが、その後、それらマグネルキットは大切に個人の家に保管されてしまっており、改善

が必要であるとの問題提起もなされた。

ＷＩＤ活動の一環であるAwarenessプログラムは、1998年７月から開始され、すでに、産前産後

ケアセミナーや男性向け（宗教指導者を含む）の宗教／家族計画セミナー等が行われていた。この

男性向けセミナーでは、家族計画はそれのみではなく、女性の健康としても重要であることを強

調する必要があることや、男性もＩＵＤについてもっと知りたがっている実態が明らかとなった。

なお、国家人口委員会（ＮＰＣ）では、宗教指導者への協力を得て、金曜の礼拝時にコーランを引

用し母乳促進や母体保護を促すプログラムを実施中である。

これら内容を踏まえ、毎週開催されている Joint Coordinating Committeeですでに合意を得た

“Annual Report”およびＰＤＭをもとに以下のとおり協議を行った。

（1）人口

これまでの活動はパイロットエリアにてベースラインサーベイがなされ、その結果から最

も望まれる活動事項は、

①家族計画を継続させるための効果的な家族計画サービスを提供すること

②男女間のギャップを軽減するための男性向けの家族サイズ等に関する情報提供

等であった。

今後のプロジェクト活動実施にあたっては、ＭＣＨセンターのカルテ、啓蒙活動による行

動変容、避妊を中断した理由も情報をデータベース化し、フォローを行い、このデータは最

終的にプロジェクト評価に役立てられるようにする。よって、終了時に新たに調査を実施す

ることは想定しないこととすることがプロジェクト側から説明され、それに日本・ジョルダ



- 27 -

ン双方が納得した。

（2）啓蒙

フォーカスグループは、35歳以下の女性とその夫とされ、それら夫婦は理想の子供数に満

たないため、家族計画を実施すれば、理想の子供数を持つことが実現する見込みがあるとの

意図からである。ゴール郡出身の地域開発推進員（ＣＤＰ）15名を選出後、トレーニングし、

本プロジェクト推進員としての役割を付与した。ＣＤＰは、現在のところ、地域住民へのセ

ミナー参加促進を行っており、将来的には、ドロップアウト者へのフォロー、家庭訪問の実

施が予定されている。

セミナーは1998年７月から開始され、産前産後ケアの回ではＪＡＦＰＰの女医を、男性向

けの回では元大臣を講師とする等の参加者を引きつける工夫がなされていることが報告され

た。

今後は男性ＣＤＰのプロジェクトへの取り込み、セミナー演題の拡大も予定されている。

年度内の一般向けセミナータイトルは、女性の早期結婚の影響、家族計画と母乳、女性と家

族の栄養、イスラムの役割と家族計画、女性の権利と法律、女性の経済活動、一般感染症、女

性の病気、公衆衛生と衛生、男女間の情報と協力である。

ＩＥＣ活動は、地域住民に受け入れられやすい印刷教材制作のために今年10月の絵画コン

クール優秀作品を採用すること、セミナーの記録ビデオを教材（男性向け２本、ＷＩＤ関連３

本、家族計画・保健１本）とすることが予定されていた。上記内容について、日本・ジョルダ

ン双方とも合意した。

（3）家族計画・リプロダクティブヘルス

ジョルダンにおける母子保健システムの欠点は、保健所で産前産後検診を行い、病院で分

娩をしており、そのカルテの共有や情報の申し送りが一切ないことである。それらの連携構

築は本プロジェクトに欠かすことができず、その取り組みが短期専門家によって始められて

いる。そのために、保健省とＵＳＡＩＤ、ＵＮＦＰＡが作成したマニュアルを導入すること

とした。上記マニュアルはこれまでに他の地域で使用され、たび重なる改訂を受けており、こ

れら保健システム改善に大変に役立つとの専門家の見解である。

また、助産婦教育短期専門家により、全４回シリーズ（産前ケア、産後ケア、母乳促進、家

族計画）の母親学級が開催され始めていた。そのフォローとしてＭＣＨセンターでのリプロダ

クティブヘルス／家族計画サービス拡大も予定されており、そのために供与される車両は、

血清の収集にも使用される見込みである。

当初活動中に含められていた、催乳刺激剤の投与は、当該薬品がないことから協議により、



- 28 -

母乳マッサージに変えられることとなった。避妊中断の理由のうち、ＩＵＤの中断の主たる

理由が挿入、装着技術の未熟さによる感染症のためであるとわかっており、上記活動の継続

の意味も含め、産科の長期専門家派遣の必要性が日本・ジョルダン双方で確認された。

なお、当初予定されていた、適当な避妊具の配布システムの開発はＵＳＡＩＤにより開発

され、すでにＭＣＨセンターにて実行段階に移されていることから本プロジェクト活動から

は省くこととなった。

さらに、日本側から、ＩＵＤ挿入をモデルエリアに限り助産婦が行うことを試行的に認可

できないかとの提案がなされたが、ジョルダン側は法律にかかわる問題は超えられないとの

回答を示した。

（4）女性の収入創出活動

基礎調査結果によると、これまでに職業訓練を受けたことのない女性が 90％以上であり、

これまでにクイーン・アーリア・ファンド（ＱＡＦ）で訓練を受けた人の数はＱＡＦ自身デー

タがなく、当然、追跡調査もされていない。これまでのＱＡＦ講座の欠点は、適任な講師、機

材の不整備にある。昨年供与したミシンはハジッテでの新講座開講を待っており、これまで

の裁縫コースのこれら欠点を改めた方法で行われる予定である。また、モデルエリアの女性

が望む収入創出のための仕事は、裁縫、牧羊、雑貨店経営、造花、食品加工等があげられ、こ

れまでの伝統的方法の域を脱しないものであった。ＱＡＦは、女性の収入創出活動を本プロ

ジェクトの第一の目的と位置づけており、これらビジネスを始めるにあたっての資本金の創

出や農薬の購入を日本側に求めてきた。それに対し、日本側からは、技術を移転するための

機材供与もしくは、どの手法が収入創出に適しているのかを調べるための試行的な意味あい

のある機材供与であれば可能であるが、それ以外では供与できないと述べた。ジョルダン側

は、トレーニングを受けても、女性たちが行き場を失うのであればその意味はないとの意見

を強調した。日本側は、ＱＡＦには女性のための小規模ローンがあるので裁縫等のトレーニ

ングを終了した人がそれを利用することを期待していたことを述べた。今後の収入創出活動

は、1999年４月から本格的に開始することとなり、そのために日本のスキーム内で何を行え

るのか、1998年 11月末までにジョルダン側が調査を行い、その案を日本側に提示することで

合意した。

（5）保健・社会サービスセクターとの協力強化

具体的には、ＱＡＦと保健省との連携を深めることや、ＭＣＨセンターと病院間の産前産

後の連携システムを構築することを想定している。また、90％は病院出産であるが、病院で

出産する余裕のない家庭はＭＣＨセンターの助産婦が副業として行っている分娩介助を受け
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ている。ゴール郡の助産婦のなかには分娩介助を一月に５回くらい行っているものもおり、

さらにダヤと呼ばれる伝統助産婦も存在する。このような、病院外の分娩も含めたＭＣＨセ

ンターとの連携システムの構築を今後予定している。ただし、当初予定していた、保健およ

び社会サービス部門におけるプロジェクト関連スタッフとの定期合同会議の実施や関連団体

における定期的合同モニタリングは保健省自身の Inputであるとの整理がなされ、双方合意

した。

（6）その他

ジョルダン側から機材供与費、現地業務費の金額について尋ねられた。これに対し、日本

側からは、機材供与費は 1997年どおりであり、現地業務費はジョルダン側が活動のために自

由に使用できるものではなく、プロジェクト傭上秘書代やガソリン代に充てている旨を説明

し、金額の開示は避けた。ジョルダン側（ＮＰＣ幹部）は、機材供与費についてはこれまで明

確に知らされていなかったようであった。
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６．その他

（1）ＷＩＤ分野

～ＷＩＤ／ＧＡＤの重要性とそのカウンターパートへの説明・理解の必要性

特にＷＩＤと保健・医療、人口・家族計画との Integrationの可能性と予測される効果～

清水専門家の報告によると、医師の女性に対する態度が、見下しているような態度であると

いうことである。これはこの国のジェンダー関係や医師という専門家と患者との非対照的な関

係の双方を反映していると思われるが、家族計画の普及や保健意識の向上を望む際には、これ

らの関係性が大きな壁となる。女性が必要なときに医療機関を利用し、医療者によるセミナー

に参加することによって、疑問を解消し、知識を行動に結びつけるためには、医師や他の医療

者へのＷＩＤセミナーが必要だと思われる。カウンターパートのDr.Azabの説明では、ジョルダ

ンには女性医師は少なくないが、女性医師がプロジェクト地のような地方に家族から離れて１

人で赴任することは無理であろうということだった。もちろん女性医師が現れることが望まし

いが、このような背景を考えて、丹野短期専門家の中期報告にもあるように、女性医師のいな

いプロジェクト地での助産婦のトレーニングの重要性、女性の看護婦への教育に力を注ぐこと

が、より重要だと考える。

（2）ＱＡＦ（クイーン・アーリア・ファンド）の能力

本プロジェクト開始にあたり、ＱＡＦを実施機関とした理由は地方でも女性を集める力が強

いことおよび女性の啓蒙活動や収入創出が得意であるとの見当からであった。しかし、実際に

プロジェクトを開始してみると収入創出はクイーンヌール財団が得意としており、市場での経

済活動に十分対応する教育、製品管理を行っており、ＱＡＦとカナダが連携して実施している

女性に対する小規模資金貸付けプロジェクトは、貸出金の回収が全くうまくいっていないとわ

かった。また、ＱＡＦのＣＤＣセンターでの各種コースでは講師がコネで選ばれ、機材のメン

テナンスが不十分で、受講者数（定員数）その数もより少ない数しか配置されておらず、受講後

のフォローもないなどの問題点が明らかになった。日本側はＱＡＦの能力を過大評価していた

のに対し（つまり、技術移転がされれば、自動的にＱＡＦローン等を利用して自立発展するもの

と考えていた）、ジョルダン側は本プロジェクトに対し、資本提供を最も望んでいたようであ

る。よって、双方共に相手に期待したことにズレがあったことが、プロジェクトを開始して明

らかになったといえる。

（3）医療（家族計画／リプロダクティブヘルス）活動

事前、実施協議調査では、ジョルダンにおいては、中進国にしては母子保健指標がよく、医
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療設備、医療技術も高く、それから考えると家族計画を阻害している最大の要因は宗教観や因

習等によると判断された。よって、医療分野における支援は表だって計画には含まれていな

かった。しかし、実際にプロジェクトを開始してみると、ゴール郡のような貧困地域では家族

計画サービスが容易に受けられる体制は整備されておらず（ＭＣＨセンターに避妊具が置けるに

もかかわらず、配置していないところがある等々）、優秀な医師は地方には来たがらず、産科医

師の超音波診断技術、ＩＵＤ挿入技術も十分なレベルではないとわかった。よって、プロジェ

クト計画段階で必要がないと削除した同分野はやはり強化する必要があるとの調査団の見解と

なった。
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③　プレゼンテーション資料

　　（９月８日　Ｃ／Ｐによるプロジェクト活動報告時に入手）

④　活動フレームワーク図（モニタリング、男性セミナー）

⑤　ＭＣＨ／ＦＰ短期専門家活動計画

⑥　９月９日ＷＩＤセミナー議事録

⑦　ＵＮＦＰＡ収集資料

⑧　企画調査員報告書（抜粋）

⑨　基礎調査報告書サマリー（保健、社会経済、ジェンダー、人口）
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